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新型コロナウイルス感染症拡大下でのテレワークと就業者の実態に関する研究

(「第 5 回テレワークに関する就業者実態調査」速報) 

1．本研究のポイント 

 2021 年 9月 1 週目時点の全国の就業者のテレワーク利用率は 17%(東京圏 28%)でした。2020 年 6

月以降は、ほぼ同水準で推移しています。2 回目以降の緊急事態宣言発令中やオリンピック開催

中も、テレワーク利用率に大きな変化はありません。しかし、テレワーク利用頻度は緩やかに増

加してきており、テレワークと出社を組み合わせた働き方のバランスが、全体としては、テレワ

ークの比重が高い方向にシフトしています。 

 テレワークで仕事の効率が低下する要因として、仕事の特性上テレワークが困難であること、コ

ミュニケーションの悪化、自宅環境に課題があることを回答する人の割合が高い結果となりまし

た。一方、テレワークで仕事の効率が上昇する要因として、疲労の軽減、仕事の特性上テレワー

クが向いていること、自宅環境の良さを回答する人の割合が高い結果となりました。 

 2021年 9月時点の ICTツールの活用状況は、テレワーク利用者に限ると 85%である一方、テレワ

ークを利用していない人に限ると 26%と、テレワークを利用していない人に比べ、テレワーク利

用者の ICT利用率が顕著に高い結果となりました。一方、時系列の変化でみると、テレワークを

利用していない人の ICTツールの活用がコロナ禍で広がっており、全体の ICT利用率が徐々に上

昇しています。  

 新型コロナウイルスの感染経験のある人は、感染経験のない人よりも、メンタルヘルスが悪く、

また、経済的な困窮への不安を感じていることがわかりました。また、ワクチンの接種状況に性

別による差はみられませんが、年齢が若いほど接種完了率が低い傾向にあります。「接種しない」

と回答した人の割合は年齢が若いほど大きく、10～20代では 23%にのぼります。 

 自身の仕事がグリーン・ジョブに該当する人(一部が該当する人も含む)の割合は、就業者全体の

31%でした。特に、環境問題への意識の向上や、リサイクルなどの活動が比較的行われています。

グリーン・ジョブに携わる人が、仕事の中でグリーン・ジョブに費やす時間の割合は、10%と回答

 慶應義塾大学経済学部の大久保敏弘教授は、新型コロナ感染症拡大の下での国内におけるテレ

ワークと就業者の労働や生活、意識に関する大規模調査を、感染拡大当初の 2020 年 4月より定期

的に行ってきました。就業者 1 万人に対しての大規模全国調査で、NIRA 総研との共同研究による

「テレワークに関する就業者実態調査」の第 5回目の調査となります。 

第 5 回調査の速報結果によると、2021 年 9 月 1 週目時点の全国のテレワーク利用率は 17%（東

京圏 28%）となり、2020年 6月以降はテレワーク利用率自体に変化はみられません。しかし、テレ

ワークで働く時間は増え、ICT 利用率が増加するなど、働き方の質に変化が起きていることがわか

りました。他方、コミュニケーションの悪化により仕事の効率の低下につながる様子もわかりまし

た。また、感染経験のある人は、感染経験のない人よりも、メンタルヘルスが悪く、経済的な困窮

への不安を感じていることが確認されました。ワクチンの接種状況については、性別による差はみ

られませんでしたが、年齢が若いほど接種完了率が低く、接種しないと答えた人の割合が高いこと

がわかりました。さらに、自身の仕事がグリーン・ジョブに該当する人（一部が該当する人も含む）

の割合は、就業者全体の 31%であることがわかりました。 



 

2/4 
 

した人が最も多い結果となりました。 

2．研究背景 

 2020 年初頭からはじまった、新型コロナウイルス感染症は世界中に蔓延し、2021 年に入ってから

もワクチン接種がはじまったものの収束の兆しが見えない状況が続いています。8～9 月には東京オ

リンピック・パラリンピックが緊急事態宣言・まん延防止等が発令される中での開催となりました。

8 月には、1 日の新型コロナウイルス感染者数は全国で 2 万 5 千人以上にのぼり、医療態勢がひっ迫

した重大局面が続きました。 

このようなコロナ禍で、就業者の就労状況や行動、意識は時々刻々と変化しており、コロナ禍での

変化をしっかり定点観測し、実学として統計調査をしっかり行い、克明に記録しておくことは、現在

の政策を行う上での客観的なエビデンス（証拠）として重要であるだけでなく、将来、検証する上で

も非常に重要と考えられます。政策を議論し判断する上で重要な客観的なエビデンスも提供できるも

のと思われます。このような中、慶應義塾大学と NIRA 総研との共同研究により、1万人を超える就業

者に対するアンケート調査を継続的に行ってきました。今回は 5回目となります。 

3．研究内容・成果 

慶應義塾大学と NIRA 総研では、テレワークに関するアンケート調査（「新型コロナウイルスの感

染拡大がテレワークを活用した働き方、生活・意識などに及ぼす影響に関するアンケート調査」）を

行いました。同調査は、2020年 4月、6月、12月、2021年 4月に実施し、これまで、17,000人以上

の日本全国の就業者を対象に、就業状況や生活状況、意識について聞き、さまざまな業種、職種、

地域で働く就業者の視点から調査を行い、テレワークを実施する上での問題点を明らかにしまし

た。なお、計 5回の調査において、5回ともに参加した継続回答者は 4,400人以上にも及ぶため、緊

急事態宣言の前後での個々の人の行動や意識の変化を観測することができます。 

 

全国でテレワークを利用していた人の割合は、2021年 9月 1週目時点で 17%でした。時系列でみ

ると、新型コロナウイルス感染拡大前の 2020 年 1月ではわずか 6%でしたが、1回目の緊急事態宣言

が出された 4～5月は 25%まで大幅に上昇し、解除後の 6月には 17%に低下しました。その後の緊急

事態宣言発令中やオリンピック開催中には、テレワーク利用率に変化はほとんどなく、「頭打ち状

態」になっています。また、東京圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）のテレワーク利用率

（居住地ベース）は、2021年 9月 1週目時点で 28%となり、全国平均と比較して 11%ポイント高い結

果となりました。 

 

通常の職場で勤務している人（テレワーク利用者含む）の出社頻度を時系列でみると、週 5日以上

出社している人の割合が減っており、徐々に出社頻度を減らしていることがわかりました。一方、テ

レワーク利用者の利用頻度は、テレワークを週 5日以上利用している人の割合が増えるなど、緩やか

に増加しています。出社頻度の低下の裏で、テレワーク利用者のテレワーク利用時間が増えており、

テレワークと出社を組み合わせた働き方のバランスが、全体としては、テレワークの比重が高い方向

にシフトしていることがわかりました。 

 

テレワーク利用者が認識しているテレワークのプラスとマイナスの要因について、テレワーク利用

者全員に聞いたところ、マイナス要因については、仕事の特性上テレワークが困難であることや、コ

ミュニケーションの悪化、自宅環境に課題があると回答した人の割合が高い結果となりました。一方、

プラス要因については、疲労の軽減、仕事の特性上テレワークが向いていることや、自宅環境の良さ

を回答した人の割合が高い結果となりました。なお、会議の効率化やコミュニケーションの改善に関

する項目についての回答割合は低く、テレワークによるコミュニケーションの変化は、仕事の効率性

を低下させる方向に働き、上昇させる方向には働きにくい可能性が示唆されました。 



 

3/4 
 

 

テレワークを促進するうえで不可欠な ICTツールの活用状況は、2020年 6月以降、徐々に増加して

いることがわかりました。テレワーク利用者の ICT利用率の上昇幅に比べ、テレワークを利用してい

ない人の上昇幅が大きく、オフィス勤務者が ICTツールを利用し始めていることが全体の ICT利用率

の向上に寄与していることがわかりました。 

 

人々のメンタルヘルスの状態は、2020年 3月から 2021年 9 月にかけて、一貫して改善傾向がみら

れました。また、コロナ禍のメンタルヘルスは均一に悪いわけではなく、性別よりも年齢階層による

違いが大きく、特に 40代以下の人は 50代以上の人に比べて、悪い状態にあることが、これまでの調

査結果と同様、今回の調査結果でもみられました。 

 

新型コロナウイルスの感染経験のある人は、感染経験のない人と比べてメンタルヘルスが悪い状態

にあること、また、経済的な困窮への不安を感じていることがわかりました。また、ワクチン接種の

状況について、性別による差はみられませんでしたが、年齢が若いほど接種完了率が低い傾向が確認

されました。さらに、接種しないと答えた人の割合は年齢が若いほど大きく、10～20代の 23%はワク

チン接種をしないとの考えを持っていることがわかりました。 

 

新型コロナウイルスに関連した 2021 年末の日本の状況や回答者自身の状況について、現時点での

予想を調べたところ、前回調査結果と同様、全般的に人々の予想はワクチン接種の進展を除いて悲観

的で、特に変異種の流行状況、医療状況、経済状況といった国全体の経済社会状況に対し悪化してい

ると答えた人が多く、40～50%にも及びます。特に、医療提供体制の逼迫は、「とても悪化している」

と答えた人の割合が 21%と、2021年 4月時点と比べても 5%ポイント以上高くなりました。 

 

「環境に有益な、あるいは天然資源を保全するような商品・サービスを提供する仕事」や「生産プ

ロセスを環境にやさしくしたり、天然資源の使用量を少なくすることに関係する仕事」であるグリー

ン・ジョブに携わっている人の割合(仕事の一部が該当する人も含む)は、就業者全体の 31%でした。

特に、環境問題への意識の向上や、リサイクルなどの活動が比較的行われていることがわかりました。

グリーン・ジョブに携わる人に限って、仕事の中でグリーン・ジョブに費やす時間の割合をみると、

仕事時間のうち 10%をグリーン・ジョブに費やすと答えた人が最も多く、仕事におけるグリーン・ジ

ョブの比重はそれほど高くないことがわかりました。 

 

4．これまでの研究と今後の展開 

これまで大久保敏弘教授は、大規模自然災害における国際貿易や空間経済学の研究を国際共同研究

と国際学術ジャーナルへの掲載を中心に積極的に行ってきました。具体的には、阪神大震災における

企業の存続や生産性に関する実証研究（研究 1）、東日本大震災における企業の防災、BCPや互助が企

業活動の再開にどう影響するかに関する実証研究（研究 2）、関東大震災における横浜市内の企業にお

ける創造的破壊仮説に関する数量経済史研究（研究 3）、東日本大震災後の人々の幸福度の変化と原発

からの地理的な距離の影響（研究 4）、伊勢湾台風における企業の被災と復興・成長（研究 5）などで、

それぞれトップクラスの国際的な査証付き学術誌に掲載されており、さらに論文引用数も多くなって

きております。 

今回の新型コロナウイルス感染症の蔓延は「広義の災害」とも位置付けられます。新型コロナウイ

ルス感染症の経済への影響に関連しては、就業者調査を行い調査報告書としてまとめており（研究 6、

7、8、9）、政策提言を行うためオピニオンペーパーを作成しています（研究 10、11、12）。すでに CEPR

が作る『Covid Economics』や『Asian Economic Papers』といった国際的なジャーナルに成果が掲載

されました（研究 13、14）。 
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